




































































































































































































































（注1)Schlosser, ZPO I, 1982, S. 316f. 
（注2) 以下の叙述は主として次の論文に依っている。 Braun,Anmerkung zu BGH. 







までは広く一致した見解であったとする。 Vgl.Schlosser, Unterhaltsanspriiche vor den 
Gerichten der Alt-EWG-Staaten, FamRZ 1973, S. 424ff. (S.426f.）また， 1892年の注釈
書のなかで，ガウプは普通法において実体法上認められたbeneficiumcompetentiae （必
需の抗弁）もまた767条において主張することができ，責任法7条2項を除き，定期金債






（注 6)Vgl. Oertmann, Zur Lehre von der Abiinderungsklage, AcP. 109 (1912), S. 
265ff. (S.284) 









Siehr, Aus！邑ndischeUnterhaltsentscheidungen und ihre Ab孟nderungim Inland wegen 






























































































































































































（注1) Habscheid, Buchbesprechung von: Knecht, Die Abanderungsklage, FamRZ 
1957, S. 15.なお，公平説，追認説の用語はハープシャイトの向論文に依るものである。
（注2)Vgl. Braun, Rechtskraft und Rechtskraftbeschrankung im Zivilprozel3, Jus, 
1986, s. 369. 





るJ と述べる。 Schellhammer,Zivilprozel3recht, 2. A. 1984, S. 139. 





Gesamten Materiellen zu den Reichs Justizgesetzen, 8. Bd. S.103£. 
















い，判決を変化した判決の基礎に調整させることが出来るのである。（BGH,U. v. 2. 12. 
1981, NJW, 1982, S. 578)J。
（注9)Oertmann, a.a.O., S.274fなお，問論文において当時の追認説，公平説の諸学説
が詳細に紹介されている。
（注10)Schwartz, Das Billigkeitsurteil des § 829 BGB, 1904, S.73ff. S.98 f.シュタイ
ンもすでに1898年に同趣旨の見解を述べている。 Stein,Zu dem Gesetzentwurf, 
betreffend die Abanderung der CivilprozeBordnung, ZZP, 24. Bd. (1898) S. 223ff. 
（注11）クネヒトの以下の所説についてはHabscheid,a.a.O., S.15に拠った。
（注12)Bruns, ZivilprozeBrecht, 2. A. 1979, S.379f. 
（注13)Blomeyer, ZivilprozeBrecht, 2. Aufl. S.462f. 
（注14〕同旨としてBaur,Studien zum einstweiligen Rechtsschutz, 1967, S.92. 















がないと述べる。 Vgl.Grunsky, Veriinderungen des Sachverhalts nach Verurteilung 
zu ktinftig falig werdenden Leistungen, Gediichtnisschr. f. Michelakis. S. 381.もっと
もグルンスキー 自身は公平説に立つ。 Vgl.,Grunsky, Grundlagen des Verfahrensrechts. 
2. Aufl. 1974. S. 533. 
（注18)Grunsky, Veriinderungen des Sachverhalts a.a.O., S, 377-394. 








































































































































































































































































































































（注2）とりわけZeuner,Die objektiven Grenzen der Rechtskraft im Rahmen recht-
licher Sinnzusammenhange, 1959, S. 27f.，そこで既判力の客観的範西について述べられ
ていることは既判力の時的限界についても相応する。既判力の範囲の決定における利益
衡量の必要性はStein/Leipolda.a.O., §322 Anm. Vil.も強調する。
（注3)［事例］したがって，裁判所が扶養の訴えについて申し立てにも拘わらず一定時
点までの給付のみを認め，判決理由において，この時点より原告は，従来の職業に就く
ことはできないとしても，再び生業能力が回復すると述べ，実際にも健康状態が予測し
た通りになった場合，原告が口頭弁論終結時後に新たな事実が発生したとして，前訴判
決の既判力は及ばない，他の職業で働くことは原告にとって受忍できない，とする主張
は禁じられる。この受忍という問題は判決において既に判断されているのである。原告
はその当時において，受忍という問題にたいして不利益な点を総て主張する機会があっ
たのである。彼に新たな機会を与える根拠はない（390頁）。
（注4)［事例］月々の扶養定期金給付判決において裁判所が判決するのは，将来の毎月
毎に扶養請求権の総ての要件（とりわけ債務者の給付能力と債権者の需要）が備わって
いることである。裁判所はこれらの請求権の要件の一つの将来の展開について間違った
場合，我々の見解によれば，この過ちは主張することができるが，他の要件の存在につ
いては争うことはできないのである。したがって扶養の訴えにおいて債権者は部分的に
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も再び生業能力を回復することはないとして全額を認容した場合，債務者は，債権者が
再び職に就くことができることになったとして債務の減額を主張することはできる。こ
れにたいしてたとえば，給付義務そのものがないと主張することはできない。判決はこ
こにおいては個々の扶養金額について判決をする場合とは異なって，一般の既判力の時
的限界にも拘らず将来に亙って拘束力が及ぶのである。したがって既判力の価値は決し
て低下するものではない（392頁〉。
（注5）《グ、Jレンスキーによる将来の給付判決の態様と既判力の範閤》
なお，グ、ルンスキーの将来給付判決の分類の試みと，以上の結論との対比を本文で紹
介しなかった事例を含めて表示すれば以下のごとくになろう。
予見した事実が発生 ！既判力及ぶ
正しく
事情が変更しないと予見→事情変更なし 及ぶ
Yes 
変更しないとして無期限判決→変更 及ぼず
将来の事情を
誤って
変更するとして期限付き判決→変更なし 及ぼず
予測考慮 変更するか否か不明確として無期限判決→変更 及ばず
No 
将来の展開を全く予測せずに無期限判決→変更 及ぼず
重畳的事例 ｜個別的に決定
（注6）またグノレンスキーは同論文において将来の事実の展開が裁判所にとって明確に
予測出来ない場合の処置についても考察を行っている。
例えば，扶養金支払い請求の訴えにおいて，原告の生業能力の回復について判決当時，
裁判所がその予測を確信をもって判断出来ない場合，裁判所が判決理由において生業能
力の回復につき判断を留保し，無期限の扶養金支払い判決を下すことが出来るだろうか。
判断を留保してもよいのか，あるいは，裁判所は将来の一定の事実関係の展開を確定
したうえで判決を下すべきかという問題は，そのような判決の既判力の範囲の問題と決
定的に関わる。なぜなら，被告が事実関係の事後的変更を主張し得ると解するなら，裁
判所として余りにも危険な将来の予測を氷結させる義務を負うべき動機は存在しないだ
ろうし，その主張が判決の統判力に抵触すると解するなら，裁判所は，被告の利益のた
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めに一義的に確定すべきだからである（384頁）。
グルンスキーが到達した結論を前提にすれば，裁判所が予測を誤った場合には既判力
が及ばず＼当事者は事後的変更を主張しうるのであるから，裁判所としても将来の予測
を留保しつつ判決を下すことが出来る。したがって，裁判所は将来の事実確定すべき義
務はなく，確定したうえで判決を下すか否かは裁判所に委ねられることになる。（393
頁）。
また，確定を強制することは裁判の長期化を来すだけであり，この短所は疑いのない
終局的な裁判をおこなうという長所によっては補完されないという観点からも以上の結
論は是認することができる（394頁）。
もっとも，発生するかどうかを確信しえない将来の事実関係の展開を確定したうえで
裁判所が判決を下そうとするなら，その場合，証明責任を負う当事者に不利益な判決が
下されるべきで‘ある。なぜ‘なら，証明責任という点においては，既に存在する事実と将
来発生すべき事実との区別は正当化きれないからである（384頁以下参照、〉。
第3節まとめ
この章において，最初に，ドイツにおける将来の給付の訴えと変更の訴えの
歴史を概観し，次に，現在に至るまでの323条を巡る基本問題，将来の給付判決
の既判力の範囲の学説を検討してきた。
歴史の概観から将来の給付の訴えが認知されるに至るまでの困難な過程を知
ると同時に，将来の給付判決が現在の給付判決と本質的に異なるところから生
ずる既判力の範囲にたいする特別の考慮、が不可欠であることも明らかになった。
それは， 323条施行以前は将来の給付判決の既判力の時的限界を現在の給付の
訴えと同様に口頭弁論終結時に画定していた所に現れ，また， 323条の制定は，
まさにその特別の考慮の現れであった。
確かに，立法者は将来の給付判決の既判力についての理論的な根拠をもって
323条を制定したので、はなかったし，それゆえ学説において公平説か追認説か
の鋭い対立を生んだ。この学説の対立が323条の解釈においても明白な相違点
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を見いだすかどうかは次章における課題である。また， 323条という特別の条
文を持たない日本法においてドイツ法の学説の対立がどのような意味を持つの
かは興味深い検討課題であり，その具体的作業は第3章に譲るとして，この章
をまとめるにあたって，差し当たり，その大筋を描いて置きたい。
両説とも致命的な弱点を持つ。公平説においては既判力の時的限界の問題が
対立し，追認説においては口頭弁論終結時以後の将来の予測の審理と裁判所の
判断をどのように位置付けるかが問題である。ブラウンはVorausentscheidun-
gの拡張的既判力という概念によってその両者の弱点を克服しようとする。し
かし，その試みの基本にあるのは既判力の時的限界ないし既判力の根拠の再検
討であった。グルンスキーはさらに，将来の給付の訴えをあるがままに把ら
え，分類し，カズイスティックに既判力の範囲を画定しようとし，統一的な既
判力の時的限界の設定を放棄した。ここでもその作業の基本的課題は既判力の
根拠論で、あった。従って，近時我が園の学説において活発に議論されている判
決効理論や提出責任効理論が，このドイツ法の議論とどのように対応するか，
興味深い問題であろう。しかし，その前に，変更の訴えをめぐる具体的解釈に
現れた問題点を第2章において検討したい。
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